
平成二十二年農林水産省令第五十一号

脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関する法律施行規則

公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律（平成二十二年法律第三十六号）第十条第一項及び第十一条第一項並びに公共建築

物等における木材の利用の促進に関する法律施行令（平成二十二年政令第二百三号）第三条第四項の規定に基づき、並びに同法を実施する

ため、公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律施行規則を次のように定める。

（強度等に優れた建築用木材）

第一条　脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関する法律（平成二十二年法律第三十六号。以下「法」

という。）第十六条の農林水産省令で定める強度又は耐火性に優れた建築用木材は、次に掲げるものとする。

一　直交集成板（直交集成板の日本農林規格（平成二十五年農林水産省告示第三千七十九号）に規定する直交集成板の規格に適合するも

のに限る。）

二　単板積層材（単板積層材の日本農林規格（平成二十年農林水産省告示第七百一号）に規定する構造用単板積層材の規格に適合するも

のに限る。）

三　接着重ね材（接着重ね材の日本農林規格（平成三十一年農林水産省告示第百七十九号）に規定する接着重ね材の規格に適合するもの

に限る。）

四　接着合せ材（接着合せ材の日本農林規格（平成三十一年農林水産省告示第百八十号）に規定するＡ種の規格に適合するものに限る。）

五　構造用パネル（構造用パネルの日本農林規格（昭和六十二年農林水産省告示第三百六十号）に規定する構造用パネルの規格に適合す

るものに限る。）

六　枠組壁工法構造用製材及び枠組壁工法構造用たて継ぎ材（枠組壁工法構造用製材及び枠組壁工法構造用たて継ぎ材の日本農林規格

（昭和四十九年農林省告示第六百号）に規定する枠組壁工法構造用製材又は枠組壁工法構造用たて継ぎ材の規格に適合するものに限る。）

七　製材（製材の日本農林規格（平成十九年農林水産省告示第千八十三号）に規定する目視等級区分構造用製材又は機械等級区分構造用

製材の規格に適合するものに限る。）

八　集成材（集成材の日本農林規格（平成十九年農林水産省告示第千百五十二号）に規定する構造用集成材又は化粧ばり構造用集成柱の

規格に適合するものに限る。）

九　合板（合板の日本農林規格（平成十五年農林水産省告示第二百三十三号）に規定する構造用合板又は化粧ばり構造用合板の規格に適

合するものに限る。）

（木材製造高度化計画の認定の申請）

第二条　法第十七条第一項の規定により木材製造高度化計画の認定を受けようとする者は、別記様式第一号による申請書を農林水産大臣に

提出しなければならない。

２　前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

一　当該申請をしようとする者が法人である場合には、その定款又はこれに代わる書面

二　当該申請をしようとする者の最近二期間の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書（これらの書類がない場合にあっては、最近一年

間の事業内容の概要を記載した書類）

三　法第十七条第二項第三号の場合にあっては、同号の施設の規模及び構造を明らかにした図面

四　法第十七条第二項第四号の場合にあっては、開発行為に係る森林の位置図及び区域図並びに次に掲げる書類

イ　開発行為に関する計画書

ロ　開発行為に係る森林について当該開発行為の施行の妨げとなる権利を有する者の相当数の同意を得ていることを証する書類

ハ　開発行為をしようとする者（独立行政法人等登記令（昭和三十九年政令第二十八号）第一条に規定する独立行政法人等を除く。）

が法人である場合には、その登記事項証明書

（木材製造高度化計画の変更の認定の申請）

第三条　法第十八条第一項の規定により木材製造高度化計画の変更の認定を受けようとする認定木材製造業者は、別記様式第二号による申

請書を農林水産大臣に提出しなければならない。

２　前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。ただし、第二号に掲げる書類については、既に農林水産大臣に提出さ

れている当該書類の内容に変更がないときは、申請書にその旨を記載して当該書類の添付を省略することができる。

一　当該木材製造高度化計画に従って行われる木材製造の高度化の実施状況を記載した書類

二　前条第二項各号に掲げる書類

（木材製造高度化計画の軽微な変更）

第四条　法第十八条第一項ただし書の農林水産省令で定める軽微な変更は、次に掲げるものとする。

一　氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名の変更

二　木材製造の高度化の内容の変更であって、木材の製造量について十パーセント未満の増減を伴うもの

三　木材製造の高度化の実施期間の六月以内の変更

四　木材製造の高度化を実施するために必要な資金の額及びその調達方法の変更であって、当該資金の額について十パーセント未満の増

減を伴うもの

五　前各号に掲げるもののほか、地域の名称の変更その他の木材製造高度化計画に記載されている内容の実質的な変更を伴わない変更

（国有試験研究施設の減額使用の手続）

第五条　脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関する法律施行令（平成二十二年政令第二百三号。以

下「令」という。）第三条第二項の規定による認定を受けようとする者は、別記様式第三号による申請書を農林水産大臣に提出しなけれ

ばならない。

２　前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

一　認定を受けようとする試験研究の実施計画及び使用する必要がある国有の試験研究施設を記載した書類

二　認定を受けようとする者がその認定を受けようとする試験研究を行うために必要な技術的能力を有することを説明した書類

３　農林水産大臣は、第一項の申請書を受理した場合において、令第三条第二項の規定による認定をしたときは、その申請をした者に別記

様式第四号による認定書を交付するものとする。

附　則

この省令は、法の施行の日（平成二十二年十月一日）から施行する。

附　則　（令和元年五月七日農林水産省令第一号）

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。
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（経過措置）

第二条　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、こ

の省令による改正後の様式によるものとみなす。

２　この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和二年一二月二一日農林水産省令第八三号）

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、こ

の省令による改正後の様式によるものとみなす。

２　この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和三年九月三〇日農林水産省令第五九号）

この省令は、令和三年十月一日から施行する。
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別記様式第１号（第２条関係）

別記様式第１号（第２条関係）

木材製造高度化計画に係る認定申請書

年 月 日

農林水産大臣名 殿

申請者

住 所

名 称 及 び

代 表 者 の 氏 名

（個人の場合は氏名）

脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関する法

律第17条第１項の規定に基づき、別紙の計画について認定を受けたいので、申請しま

す。

（備考）

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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（別紙１）

１ 木材製造の高度化の目標

２ 木材製造の高度化の内容

ア 具体的な実施内容

イ 木材製造の高度化に関する年度別計画

(単位：ｍ3)

木材の製造量

製造される 直近期末 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後

木材の種類 （ 年度）（ 年度）（ 年度）（ 年度）（ 年度）（ 年度）

合計

３ 木材製造の高度化の実施期間

令和 年 月　　日から令和　　年　　月　　日まで

４ 公共建築物に係る建築用木材の製造の用に供する施設の種類及び規模（当該施設を

整備しようとする場合）

（別紙２）

５ 当該施設の位置、配置及び構造（地域森林計画の対象となっている民有林において

当該施設を整備するために開発行為をしようとする場合）

（別紙３）

６ 木材製造の高度化を実施するために必要な資金の額及びその調達方法

（別紙４）

７ その他木材製造の高度化を実施するための重要事項
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別記様式第２号（第３条関係）
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別記様式第３号（第５条関係）
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別記様式第４号（第５条関係）
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